
①第2回中間チェックアンドレビューに向けた
PDCAの進め方について
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JA-DEMO（設計概念設計の基本設計が終了）
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核融合科学技術委員会のいう原型炉の目標（①数十万kWの電気出力、②実用に供し得る稼働
率、③燃料の自己充足性）に見通しを得る基本概念で構築

主半径：8.5m
小半径：2.42m
核融合出力：1.5GW
発電端出力：0.64GW

中心トロイダル磁場：6T
プラズマ電流：12.3MA
加熱入力：< 100MW
規格化ベータ値：3.4
規格化密度：ne/nGW=1.2
閉じ込め改善度：1.3

冷却水：PWR条件
稼働率：〜70%
運転方式：定常運転
三重水素増殖率：1.05

 誘導電流駆動によるIp立ち上げ： Rp=8.5m

 ダイバータ熱負荷低減： Pfus=1.5GW

 運転柔軟性：定常運転＆パルス運転
 高密度・非接触プラズマとの整合性の観
点から、定格のIpでパルス運転
十分なCS磁束を確保

 プラズマ性能要求（ベータ値、閉じ込め
改善度）を緩和したパルス運転
初期の調整運転
早期の発電実証

概念の特徴基本パラメータ

概念設計の基本設計 概念設計 工学設計・実規模技術開発 製造設計・建設

2035頃2020頃 2025頃 2030

第１回中間C&R 第２回中間C&R 原型炉段階への移行判断

2015

ロードマップ

特別チーム設置

→原型炉開発に向けたアクションプラン、原型炉研究開発ロードマップに従って、着実に進
捗している。

第24回ＴＦ・資料２より



原型炉の発電時期の加速/前倒しの論点･課題
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加速した発電開始時期を「いつ」と想定するかによって、その時期までに揃えられる許
認可に必要なデータや開発できる技術に制約があるのではないか。

 そこで、段階的に原型炉の性能を上げる（運転領域を広げていく）ことを想定。例え
ば、原型炉の初期は、

 定常運転のみならず、パルス運転を想定しても良い（パルス運転の回数は制限）。

 発電実証に重きを置き、核融合出力や発電量を下げても良い。

 三重水素増殖比を下げても良い（TBR〜１）。

 規制申請の準備や規格基準の整備も段階的な原型炉に合わせて整える。

 これに伴い、制約を解決できたものから、加熱装置などを速やかにアップデート
することを想定。

 段階的に性能を上げるとしても、どのように上げて行くべきかの議論が必要ではない
か。

 必要となる許認可データや開発していく技術について、現時点で加速の見通しが得ら
れるかどうかという視点からの検討が必要ではないか。

 この検討によっては、原型炉開発に向けたアクションプラン、原型炉研究開発ロード
マップの更新が必要になるのではないか。

第24回ＴＦ・資料２より



JA-DEMOの段階的シナリオ(案)
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 第１期：発電実証（低出力＆パルス運転、10dpa～20dpa）

 ECHを主加熱としたパルス運転。パルス運転の回数を制限。

 ～1GW &～2時間。正味電力>1。

 第２期：定格発電実証（定格出力＆連続運転、20dpa～40dpa、ブランケット交換2年～4年）

 NB電流駆動＆高自発電流割合による連続運転（1.5GW）。TBR>1.05。

 1.5GW＆正味電力300-500MWe。

 ダイレクトリサイクル燃料システム（DT混合ペレット）。

 第３期：定格発電実証（定格出力＆連続運転、>40dpa）←商業炉相当

2030 2040 2050 2060

着手 DD調整

DTパルス運転

DT定常運転
改造

発電
実証

ITER-DT DT定常運転

改造
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規制対応 建設

第１期

第２期

第３期



原型炉計画の見直しの検討方針（提案）
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 第１回中間チェックアンドレビュー（CR1）の取りまとめにあたり、目標としての第
２回中間チェックアンドレビュー（CR2）の項目は掲げておくべきであるから、現在
のCR2項目を踏襲するものの、見直しがあり得ることを記載しておく。

 段階的に原型炉の性能を上げる（運転領域を広げていく）として、原型炉の初期に想
定する目標や実施時期を変更すること（仮置き）により、

 第２回中間チェックアンドレビュー（CR2）、原型炉段階への移行判断（CR）に
達成しておくべき項目やその優先順位が変わらないか。

 パルス運転など、今回新たに想定する目標に対応するため、新規に必要となる技
術が含まれているか。

 規制申請の準備や規格基準の整備といった、これまでの知見や検討を踏まえると、
特にこれからの準備が必要となる検討項目が含まれているか。

などを考慮した上で、TFとしての共通認識を得つつ、原型炉開発に向けたアクション
プラン（AP）の議論・検討を進めるべきではないか。

 原型炉の初期の目標設定や実施時期をいつに設定するかについては、TFで議論・検討
を重ね、AP改訂、原型炉研究開発ロードマップの更新とともに、最終的に設定（決
定）すべきと考える。

→ CR1が実施された後、TFにおいて、AP項目ごとの前倒し案内容の議論を深めてはいか
がか。



チェックアンドレビュー項目（案）
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平成29年12月18日
核融合科学技術委員会

項目 第１回中間C&Rまでの達成目標 第２回中間C&Rまでの達成目標 原型炉段階への移行判断

① ITERによる自己加熱領域
での燃焼制御の実証

・ITERの技術目標達成計画の作成。 ・ITER支援研究のITER技術目標達成計画への反映。
・ITERによるQ=10程度以上の(数100秒程度以上)維持
と燃焼制御の実証。

② 原型炉を見据えた高ベータ定常
プラズマ運転技術の確立

・ITER支援研究と定常高ベータ化準備研究の遂行と
JT-60SAによる研究の開始。

・JT-60SAによる高ベータ非誘導電流駆動運転の達成。

・ダイバータを含む統合シミュレーションのJT-60SA等に
よる検証。

・JT-60SAによる原型炉プラズマ対向壁と整合した
ダイバータ研究計画の作成。

・ITERによる非誘導電流駆動プラズマの実現、及び
ITER燃焼制御の知見を踏まえた統合シミュレーション
により、非誘導定常運転の見通しを得る。

・JT-60SAによる原型炉プラズマ対向壁と整合した無
衝突領域での安定な高ベータ（bN = 3.5以上）定常運
転領域の実証。

③ ITERによる統合化技術の確立
・ITER超伝導コイルなど主要機器の製作技術の確
立とJT-60SAの建設による統合化技術基盤の確立。

・ITERの運転開始。

・ITERの機器製作・据付・調整に関わる統合化技術の
取得。

・ITERの運転・保守を通した統合化技術の確立。安全
技術の確認。

④ 原型炉に関わる材料開発

・低放射化フェライト鋼の原子炉照射データを80dpa
レベルまで取得し、核融合と類似の中性子照射環境
における試験に供する材料を確定。

・核融合中性子源の概念設計の完了。

・原子炉照射による80dpaまでの低放射化フェライト鋼
の重照射データの検証を完了。

・原子炉照射によるブランケット及びダイバータ機能材
料の初期照射挙動の評価、及びリチウム確保技術の
原理実証。

・核融合中性子源の建設開始、及び材料照射データ
取得計画の作成。

・構造設計基準策定

・パイロットプラント規模でのリチウム確保技術の確立。

・核融合中性子源による低放射化フェライト鋼、並びに、
ブランケット及びダイバータ機能材料の初期照射デー
タを取得。

⑤ 原型炉に関わる炉工学技術開発

・ダイバータ開発指針の作成。

・超伝導コイル要素技術等、原型炉に向けて早期着
手を必要とする炉工学開発計画の作成。

・コールド試験施設によるブランケット設計に必要な
データの取得。

・JT-60SA、LHD等によるプラズマ対向材特性を含むダ
イバータ関連データの取得。

・超伝導コイル、ダイバータ、遠隔保守、加熱･電流駆動、
燃料システム、計測・制御等の中規模またはプラント規
模の炉工学開発計画の作成、並びに、これらの開発試
験施設の概念設計の完了。

・発電ブランケットの基盤技術整備、並びにITER-TBM
１号機製作と実機での安全性確証試験の完了。

・開発試験施設での成果およびITER,JT-60SA等の実
績を踏まえた、超伝導コイル、ダイバータ、遠隔保守、
加熱･電流駆動、燃料システム、計測・制御等の原型
炉工学設計を裏付ける炉工学技術の確立。

・ITER によるトリチウム回収及び核融合中性子源によ
るトリチウム挙動評価技術の検証。

⑥ 原型炉設計

・原型炉の全体目標の策定。

・原型炉概念設計の基本設計。

・炉心、炉工学への開発要請の提示。

・炉心、炉工学技術の開発と整合をとり、高い安全性を
確保し経済性の見通しにも配慮した原型炉概念設計の
完了。

・工学設計の技術基盤確立に向けた炉心、炉工学開発
課題の確定と開発計画の作成。

・社会受容性と実用化段階における経済性の見通しを
得て、炉心・炉工学技術の開発と整合をとった原型炉
工学設計の完了。

・安全規制・法令規制の方針策定。

⑦ 社会連携
・アウトリーチヘッドクォータの設置。
・アウトリーチ活動推進計画の立案

・アウトリーチ活動の推進と社会連携活動の実施。 ・原型炉建設・運転に向けた社会連携活動の実施。


